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ボンバルディア及びエンブラエル 
 
背景 
近年、リジョナルジェット市場は大きく成長しているが、本稿では、そのリジョナルジ

ェット機の代表的メーカーであるボンバルディア及びエンブラエルについて紹介する。 
 
１．ボンバルディア 
ボンバルディアは、鉄道車両、雪上車、スノーモービル等の製造会社であったが、世界

３位の民間航空機メーカーの地位を占めるに至った経緯、およびカナダ政府の航空機産業

に対する助成について述べる。 
 
１．１ ボンバルディアの歴史 
ボンバルディアは、１９４２年に Armand Bombardierによって降雪地域の鉄道車両を
製造する会社として設立された。当時の会社名は、L'Auto-Neige Bombardier Limitedで
あったが、１９６７年に現在の会社名 Bombardier Limitedとなった。１９６９年にカナ
ダ（トロント、モントリオール）の株式市場に上場され、現在は、トロント、ブラッセル、

フランクフルト株式市場で取引されている。 
１９７０年代にオーストリアの会社２社を買収し、ヨーロッパ市場への進出を計り、モ

ントリオールの地下鉄車両製造を独占する等、鉄道車両事業で大きな飛躍を遂げた。その

後も米国やヨーロッパの企業買収、ヨーロッパの主要企業との提携を進め、大西洋を股に

掛けたグローバル企業として成長してきた。 
航空機産業への進出は、１９８６年１２月のカナダ国営航空機メーカーCanadair の買
収で始まった。その後、１９８９年１０月に北アイルランドの Short Brothersの買収、１
９９０年６月に米国 Learjet Corporationの買収、１９９２年３月 de Havilland Canada
のボーイングからの買収（当初、５１％を所有したが、１９９７年１月に残りの４９％も

オンタリオ州政府から買い取り、１００％保有となった。）、を行い、カナダ第１の航空機

企業となり、今日の礎を築いた。買収以前の各社の歴史を次に記す。 
（１）Canadair 

Canadairの源泉は、１９１１年に英国の造船会社 Vickers Sons & Maximが、カナダ
政府の要請によってカナダ海軍の艦艇製造のために設立した Canadian Vickers Limited
に遡ることが出来る。 

Canadian Vickers Limitedは、１９２３年カナダ空軍向けの Vickers Viking飛行艇の
製造で航空機製造に進出し、１９４４年までに４００機以上の飛行艇を生産した。１９４

１年、カナダ政府は、カナダ空軍向け PBY-5A Canso 水陸両用機の生産を Canadian 
Vickers Limited に発注し、さらに PBY-5A Cansoの増産のために、カナダ政府自らモン
トリオールの郊外に Cartierville 工場を建造し、この運営を Canadian Vickers Limited
に委託した。 
１９４４年、経営混乱に陥った Canadian Vickers Limitedは、Cartierville工場運営か
らの撤退を政府に要請し、カナダ政府は Canadian Vickers Limitedの旧幹部社員が設立
した Canadairにその運営を委託した。 
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１９４６年９月、Canadairと Cartierville工場は米国コネチカット州の Electric Boat 
Companyに売却されたが、Electric Boat Companyは、１９５２年新たに傘下に収めた
Consolidated Valteeと Canadairを合併して、General Dynamics Corporation（現在、
米国５位の防衛企業）を設立し、Canadairは General Dynamics Corporationの Canadair 
Divisionとなった。 米国・英国の機体のライセンス生産や、それらの機体の改造型の設
計・生産が中心であったが、この間 CL-44（英国 Bristol社 Britanniaの改造型貨物機）
のような独自の民間機を生産・販売した。 
１９７０年代初めの航空機事業大不況時に、General Dynamics Corporationは、 ２０
００人近くまで従業員数が減少した Canadair Divisionの閉鎖を計画したが、カナダにお
ける航空機産業を維持するために、カナダ政府はCanadair DivisionをGeneral Dynamics 
Corporationから買収し、１９７６年１月、国営企業 Canadairとして再出発させた。 
国営化された Canadairは、新しいプログラムとして、米国のWilliam P. Learが計画
していた最新技術を駆使した高速・長距離ビジネスジェット機（LearStar 600と名づけら
れていたが、Canadairで Challenger 600と改称）の権利を買って、これを開発すること
とし、１９７６年１０月、カナダ政府はこのプログラム推進を承認した。 
１９７８年１１月８日に初飛行したこの飛行機は、開発段階で、エンジンの納入遅れ、

燃費問題、相次ぐ設計変更に伴う生産部門の混乱、失速特性などの耐空証明に係わる技術

問題など、多くの困難に遭遇した。このため、Canadair は１９８２年末には総額１１億
４０００万ドルを超える累積赤字を抱えることとなり、カナダ政府は、Canadair の経営
を Canada Development Investment Corporation (以下 CDIC)の手に委ねることとした。
CDICの強い要請もあり、カナダ政府は、１９８４年３月には自らこの累積赤字を補填し、
Canadair の経営を正常な状況に戻すと共に、リスクの大きい航空機事業への政府関与を
最小にするため、Canadairの民営化（民間への経営移転）を決断し、CDICに売却先の選
定作業を行わせた。 
この民間への経営移転は、国際入札と言う形で進められたが、世界規模での事業を展開

していたボンバルディアと西独のDornier及びカナダの投資会社Howard Websterの合弁
組織 Canadian Aerospace Technologiesの２社が最終候補となった。 
カナダ政府は、最終的にボンバルディアを選択し、１９８６年１２月に Canadair はボ
ンバルディアに売却された。 
（２）Short Brothers 
１９０２年から気球の生産を行っていた Short兄弟は、１９０８年Wright Flyersを生
産・販売するために、Short Brothersを設立した。 
１９３６年に Short Brothersは、Short and Harlandを設立、この５０％を保有し、英
国空軍省が、この Short and Harlandのために北アイルランド Belfastに航空機工場を建
設した。 
１９３０年代の Short Brothers は、英国政府の大英帝国内郵便事業を支えるための

Empire飛行艇の設計・生産で有名であり、この飛行艇技術は、その後 Short Brothersが
軍用、民間用の飛行艇を開発する基礎となった。戦時中は、世界最初の大型４発爆撃機

Short Sterlingの開発・生産を行い、約２３８０機の Sterling爆撃機を生産した。 
１９４３年、北アイルランド政府は Short and Harlandと Short Brothersを合併させ、
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Short Brothers and Harlandを設立し、この経営を自ら行うこととした。 
１９４７年、戦時中に建設した全ての工場を閉鎖し、Belfast 工場に全ての生産を集中
することとした。 
戦後の Short Brothers には特筆するような飛行機がなく、１９６０年代に開発された

Shorts Skyvan（２０人乗り程度の双発ＳＴＯＬ多用途機）や Shorts 330（３０人乗りの
ターボプロップ機）も合計販売機数が２００機に達しなかった。 
１９７７年、Short Brothersと改称したが、経営の低迷を転換することは出来ず、１９
８９年１０月にボンバルディアに買収された。 
（３）Learjet Corporation 

Learjetは、Motorola Corporationの創始者でもあるWilliam P. Learにより創設され
た（創立日不詳）が、後に Sieglerと合併し、Lear Sieglerとなった。１９５０年代の Lear 
Sieglerは、Lockheed Loadstars のエグゼクティブ仕様 Learstarへの改修を事業として
いた。 
１９５９年、William Learは、Lear Sieglerを売却してスイスに移住、Swiss American 

Aircraft Corporationを設立し、小型ビジネスジェット機の設計に専念した。 
１９６２年に再び米国に戻った William Lear は、カンサス州ウィチタに Lear Jet 

Corporationを設立、Learjet Model 23の開発・生産に着手した。Learjet Model 23は、
１９６４年７月３１日に型式証明を取得、その後その改良型Model 24, Model 25が相次
いで開発された。William Learは２８人乗りのModel 40 Lear Linerも設計したが、この
計画は、財政難のために断念せざるを得なかった。 

Learjet は、評判の高い機体となったが、財務的には成功とは言えず、１９６７年４月
に会社の過半数を Gates Rubber Companyに売却することとなり、その後、社名を Gates 
Learjet Corporationに変更した。 

William Lear は１９６９年４月に退陣し、１９７８年に死去するまで、LearAvia（蒸
気自動車）、Learstar 600（後の Canadair Challenger）、Learfan などの革新的製品の設
計に専念した。 

Gates Learjet Corporationは、その後ターボファンエンジンに換装した Learjet Model 
35、 Model 36や、大型化したModel 54、 Model 55、 Model 56などを開発・生産した
が財務的な苦境から脱出することはできず、１９８７年８月に Gates Learjet Corporation
の６４．８％がニューヨークの投資会社 Integrated Resources Incの１００％子会社であ
る Integrated Acquisitions Incに売却された。 
１９８９年の不動産事業不振のため、 Integrated Resources は、Gates Learjet 

Corporation の売却を決意し、１９９０年７月にボンバルディアに売却された。この間約
２０００機の Learjetが生産された。 
（４）de Havilland Canada 

de Havilland Canadaは、１９２８年に英国の航空機メーカーde Havillandの子会社と
して設立され、第２次大戦終了まで、主にカナダ空軍用の練習機Mothを生産していた。 
終戦後、独自の開発能力を持つことを目的として練習機 Chipmunkを開発、カナダ空軍
を始め各国の空軍に採用された。また、カナダの気候と自然に合致した飛行機の開発に努

め、Beaver、Otterの単発貨客機を開発・生産し、カナダ空軍や米国陸軍に採用された。 



4 

１９５０年代後半には、カナダ空軍、米国陸軍での採用を前提に、全天候性、短距離離

着陸（STOL）能力の高い双発貨客機 Caribou（３２人の兵員輸送が可能）の開発が進め
られ、 １９６０年代にはそれを大型化した Buffalo（４１人の兵員輸送が可能）の生産も
始まった。しかし、その後米国陸軍が固定翼機の保有を止めヘリコプターに特化すること

としたため、これらの機体を大量生産する機会を失った。 
１９６４年には民間市場を狙って STOL 能力の高い Twin Otter（１３－２０人乗り）
の開発を進め、６００機以上を生産した。 
これらの STOL機の実績をもとに、１９７２年、１９６０年代後半から急激に高まった
環境問題を考慮し、低騒音・STOL旅客機 Dash 7（乗客５０人）の開発を始めた。１９７
８年には、初号機が米国の Rocky Mountain Airwaysで定期輸送に就航した。 
しかし、石油危機を契機に、STOL能力や低騒音を追求することによる燃費の悪化など
の理由により STOL性の要求が激減し、Dash 7の販売が困難となった。この事態を受け
て de Havilland Canadaは、Dash 7の未償却開発費を抱えながら、同様なサイズで STOL
性を求めない Dash 8の開発に戦略転換を計らざるを得なくなり、経営状況が悪化した。 

Dash 8 – 100（乗客３７人）の開発は１９８０年代に入って本格化し、１９８３年６月
に初飛行、１９８４年後半には路線就航した。１９８６年には– 300（乗客５３人）も導
入されたが、その資金は枯渇し、更なる大型化（- 400）を進めるためには外部資金の導入
が必須となった。 
この外部資金導入の動きに対して、自らの民間機開発能力、販売・アフターサービス網、

航空機生産管理システムに自信を持つボーイングは、これらの能力を駆使することにより

de Havilland Canadaを再生出来ると確信し、買収価格が格安であった（とボーイングは
信じていた）こともあり、１９８６年、これを買収することとした。（この買収については、

カナダ政府からの要請もあったと言われている。） 
買収後ボーイングは、後にボーイング民間機部門の社長となった Ron Woodardを長と
する経営陣を送り込み、所要資金も注入して、Dash 8 – 400の開発を始めると共に、ボー
イング方式を採用した生産現場の合理化、効率化を計った。しかし、カナダ特有の労働問

題に直面し、その合理化は遅々として進まず、大した成果も挙げられぬまま、２、３年の

努力の後、“名誉ある撤退”を模索し始めた。（この買収により、ボーイングは１０億ドル

を超える損失を出したと言われている。） 
ボーイングの売却オファーに対応し、ヨーロッパの ATR 社だけが名乗りを挙げたが、
市場独占を懸念する ECの承認が得られず、この買収は挫折し、工場閉鎖、３０００人の
人員整理に強い懸念を持ったオンタリオ州政府は、ボンバルディアに買収要請を行った。 
カナダ政府をも巻き込んだ水面下での交渉の結果、１９９２年３月、de Havilland はボ
ンバルディア（５１％）とオンタリオ州政府（４９％）に売却されることとなった。 
１９９２年１２月、ボンバルディアは、Short BrothersとフランスのHurel-Duboisの
間で共同事業体 International Nacelles Systemsを設立、航空機用エンジンナセルに特化
した事業を始めた。１９９３年３月には、短距離地対空邀撃システム事業のために、フラ

ンスの Thomson-CSFと５０％・５０％の Shorts Missile Systemsを設立したが、２００
０年１月には全てを Thomson-CSF に売却した。さらに、１９９３年１１月に Short 
Brothers を通して国際的に航空支援事業を行っている Airwork を買収したが、２０００
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年６月には、この Airworkも含め、英国における全ての防衛事業を売却した。また、２０
０３年６月に全ての防衛事業を Spar Aerospaceに売却する、と発表している。 
 
以上のように、ボンバルディアの買収は、Learjet を除いて、全て政府（カナダ政府、
カナダ州政府、北アイルランド政府）が関係しており、これらの買収には、雇用対策、産

業施策の一環として何らかの形で公的資金が関与している可能性が高く、ボンバルディア

がこれらの買収で財務的に有利な条件を得たことが想像される。 
１．２項で述べるように、Canadairと de Havilland Canadaのケースについては、ボ
ンバルディアは、全ての買収は市場価格によって行われたと、政府による有利な条件の存

在を強く否定している。 
Short Brothersの買収については、ボンバルディアは、この会社を通してヨーロッパで
の事業展開を計ってきたし、さらに展開してきた防衛事業を売却するなど、エンジンナセ

ル事業を除いて全てを売却しており、会社買収―再生―売却を事業の一環として行ってき

た感がある。 
Learjet の買収は、ビジネスジェット市場への進出に不可欠であったと考えられるが、
不動産事業の不振で経営困難になった Integrated Resources が売却を必要としていたこ
と、当時のLearjet経営陣の中にChallengerの権利を買ったWilliam Learの息子William 
Lear Jr.が居たことを考えると、この買収もボンバルディアに不利なものであったとは考
えにくい。 
いずれにしても、これらの買収を通して見て、ボンバルディアのビジネスにしたたかさ

を強く認識せざるを得ない。 
 
１．２ カナダ政府の航空産業助成 
カナダ政府の航空産業助成については、その全容を明確に出来る資料を入手することは

出来ないが、入手できた二つの情報から若干の解析を行ってみる。 
第一の情報は、１９９８年６月２６日に、当時のカナダにおけるメディアの“ボンバル

ディアはカナダ政府の手厚い保護を受けている”との報道に対して、ボンバルディアがそ

の誤りを正すとして発表した情報である。この中でボンバルディアは次のように主張して

いる。 
・ 政府調達は、ボンバルディアの売上げの２％に過ぎない。 
・ 航空機の開発助成は、１９９８年１月までで３億１２００万ドル、その後の予定

を入れても３億９９００万ドルであり、これらの９３％は、後日政府に返済され

るものである。（CRJ の場合、ボンバルディアはその開発に２億５０００万ドル
を掛け、カナダ政府は３８００万ドルの融資をしてくれたが、プログラム成功の

折には、総額４９００万ドルが政府に償還される予定である。） 
・ １９９２年の de Havilland買収に際し、カナダ政府・オンタリオ州政府の助成の
合計は２億６０００万ドルであり、これは de Havilland の Restructuring と
Retrainingに使われた。 
・ Canadair、de Havilland の買収は全て市場価格で行われており、この買収に当
って、上記を除いてカナダ政府から何らの優遇も受けていない。 
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・ ボンバルディアが受けたと報道されている助成の内、１億２０００万ドルは、ボ

ンバルディアの Canadair、de Havillandの買収前に、Canadairや de Havilland
が受けた助成である。 
・ ５億３６００万ドルの輸出融資がボンバルディアのカストマーに対して行われて

いるが、これは通常の市場金利を付けた融資である。 
第２の情報は、Canadairの累積赤字が１９８２年末には１１億４０００万ドルに達し、
１９８４年にカナダ政府の手で全ての赤字を補填し、１９８６年のボンバルディアへの売

却に備えたと言う事実である。 
以上の情報から（＄１＝１００円と考えて）、次のことが明らかになる。 
・ 買収以前に、１２０億円程度の助成が行われた。 
・ Canadairの赤字補填に、少なくとも１１４０億円の国費が使われた。 
・ de Havillandの買収に際し、２６０億円の公的資金が使われた。 
（４０％の購入代金以外に） 
・ ボンバルディアに対する開発援助として４００億円程度が支出されたが、その 
９３％は融資の形を取っている。 

この総額は２０００億円弱であるが、１９８４年から１９８６年の間に Canadair の民
営化に備えて更なる政府資金が投入されたことは想像に難くない。ボンバルディア買収以

前の開発助成については、上記の１２０億円を大きく上回ることも考えられるので、これ

らを総合すると（ボンバルディアの書簡に大きな偽りはないとの前提で）、カナダ政府の航

空機助成は、この２５年間で２５００億円～３０００億円程度と推定される。 
 
２．エンブラエル 
エンブラエルは、国威発揚のために設立され、ブラジル政府の手厚い庇護を受けながら

もその経営を軌道に載せることが出来なかったが、民営化を契機に急成長を遂げ、現在で

は世界４位の民間航空機メーカーの地位を占めるに至っている。本項では、その経緯、民

営化の効果、リジョナルジェット機開発の経緯について述べる。 
 
２．１ エンブラエル社の歴史 
エンブラエル（Embraer – Empresa Brasileira de Aeronautica S.A.）は、１９６９年
８月に大統領令により設立され、その後１９９４年の民営化まで、２５年間にわたりブラ

ジル政府の管理下で運営された会社であり、その歴史は、その設立の経緯も含め、ブラジ

ル政府の航空機産業助成政策の歴史である。会社設立までの間、国営会社として運営され

た期間、及び民営化後に分けてその歴史を述べる。 
（１）会社設立前 
未開発の広大な国土を持ち、限定された地上交通インフラストラクチャーしか擁してい

ないブラジルにとって、航空の発展は最も重要な政策課題の一つであった。第２次世界大

戦終了直後の１９４１年にブラジル政府は、民用・軍用を統括した航空行政を行うために

航空省を設立し、航空施策の積極的展開に乗り出した。 
航空省は、１９５０年代半ばまでに、航空機産業のためのプロジェクト推進を図る

Aeronautical Technical Center (CTA)、航空技術者を養成するための Aeronautical 
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Technology Institute (ITA)、第２次世界大戦後ドイツから招聘した５０名の航空技術者に
よって運営される研究所 (IPD) を次々に設立し、自国の航空技術能力の育成に取り組ん
だ。これらの施設は、いずれもサンパウロ郊外８０キロにあるサンホセドスカンボス (San 
Jose dos Campos) に置かれ、サンホセドスカンボスはブラジル航空界のメッカとなった。 
ブラジル政府の当初の思惑は、これらの国営施設で将来航空機プログラムの試験・研

究・企画を行い、そのプログラムの実際の推進は、並行して設立されるであろう民間の航

空企業に任せるというものであった。このためブラジル政府は、１９６０年代にかけて、

民間による航空機製造会社の設立を図ろうとしたが、多額の設備投資や運転資金を必要と

する航空機会社を設立しようとする民間側の意欲は小さく、民間側に航空機プログラムの

受け皿を作る計画は遅々として進まなかった。 
（２）国営企業 
民間側の航空機産業参入への消極さに業を煮やしたブラジル政府は、自らの主導で航空

機製造会社を設立することとし、１９６９年８月、サンホセドスカンボスにエンブラエル

社を設立した。 
ブラジル政府の意図は、この新会社により、CTA、ITA、IPD 等の国有施設のリソース
と民間の経営活力を合体し、有機的に機能させようとするものであった。このため政府は、

ブラジル企業がその毎年の納税額の１％をエンブラエルの株式を購入することで免除され

る政策を採用し、民間の参画を推進しようとした。この政策により、エンブラエルは、設

立後１５年間の間に約３億５０００万ドルの資本を得ることが出来たと言われている。 
一方で同社の株式の少なくとも５１％は政府が所有することとし、ITA出身の空軍将校、

Ozires Silvaを社長に任命した。（Ozires Silvaはエンブラエルの化身ともいうべき人物で、
１９８６年まで社長の地位に留まって会社を指揮し、その後国営石油会社 Petrobrasの社
長、インフラストラクチャー担当国務大臣を歴任した後、１９９０年代のエンブラエル経

営危機に際して再び社長として戻り、民営化以外にエンブラエルを救済する道はないとし

て、ブラジル政府や議会の説得に努力した。） 
政府は、政府機関によるエンブラエル製品の優先購入、課税免除や航空機用素材、部品、

装置の輸入に関わる関税の免除等、いくつかの徹底した優遇政策を施行した。 
エンブラエルの最初の生産機体は、イタリア Aermacchi社のライセンス生産を行ったブ
ラジル空軍向け Xavante (EMB-326GB, Aermacchi社M.B. 326GB)ジェット練習機・地
上攻撃機である。初号機は１９７１年にブラジル空軍に納入され、１９８２年までに合計

１８２機が生産されている。 
IPDによって開発された単発農薬散布機 Ipanema (EMB-200/-201)は、１９７０年に初
飛行し、１９７２年には初号機が納入されている。この Ipanema は１９７０年代に３０
０機以上が生産され、一部はメキシコでも生産されている。 
民間輸送機の分野では、同じように IPDで開発された Bandeirante (EMB-110)双発タ
ーボプロップ１２人乗り小型輸送機が最初の機体であり、その試作機は１９６８年１０月

に初飛行に成功している。量産機は１９７２年８月に初飛行し、同年に最初の顧客である

ブラジル空軍に出荷された。 
又エンブラエルは、広大な国土をカバーするための軽飛行機の大きな潜在需要に注目し

て、米国の Piperとライセンス契約を締結し、EMB-711C Corisco (Piper PA-28R-200), 
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EMB-712C Carioquinha (Piper PA-28-181), EMB-720C Minuano (Piper 32-300), 
EMB-721C Sertanejo (Piper PA 32R-300), EMB-810C Seneca (piper PA-34-200T), 
EMB-820C Navajo (Piper PA31-350)等の Piper系列機体のライセンス生産を積極的に行
った。このライセンス生産によって、従来ブラジル市場で独占的立場を維持していた米国

Cessnaをブラジル市場から排除することとなり、Cessnaと厳しい対立関係を作ることと
なった。Cessnaは後年、エンブラエルの米国エアラインへの Bandeirante売込みに対し
てこれを阻止するロビー活動を行うなど、両社の関係が改善されることはなかった。 
１２席の Bandeiranteは、航空輸送自由化後に米国で急成長したコミューターエアライ
ンの要求に合致したため、１９７８年にフロリダのコミューターエアラインに最初のセー

ルス（３機）に成功し、FAAの型式証明も取得、納入機数も、１９７９年の５機から、米
国に販売子会社を設立した１９８１年には３９機と急成長を遂げた。この結果、従来この

クラスの米国市場で優位を保ってきた Fairchild を凌ぐこととなり、これに脅威を感じた
Fairchildは、１９８２年に米国の International Trade Commission (ITC)に対し、エン
ブラエルに対するブラジル政府の助成をオフセットするために、Bandeiranteに３９～４
４％の関税を掛けることを求める申立てを行った。ITCはこの申立てを却下し、１９８４
年１２月までに１３０機の Bandeirante が米国２２社のコミューターエアラインで運航
される結果となった。 

Bandeiranteの成功に鼓舞されたエンブラエルは、これに続く与圧胴体のターボプロッ
プ旅客機 Brasiliaの開発を計画し、１９７９年９月にその設計を開始した。３０人乗りの
Brasilia は、１９８３年７月に初飛行、１９８５年６月に米国の Atlantic Southeast 
Airlines に初号機が納入され、１９８５年１０月からエアライン運航が開始された。
Brasiliaは、Atlantic Southeast Airlinesに６２機、ComAirに４０機、SkyWestに７０
機、West Airに３５機、Texas Airに３４機など、米国エアラインを中心に３５２機が納
入され、月産機数も、１９８８年には６機に達した。Brasilia は、機数的にはかなりの成
功を収めたといえるが、財務的には、必ずしも成功したプログラムとは評価されていない。 
１９８０年代後半から９０年代前半にかけて、エンブラエルの財務状況は急速に悪化し

ていった。 
冷戦終結後の軍縮に伴う防衛需要の低下、同時に進行した世界的不況による民間機需要

の不振、に加えて Brasiliaの後継機として開発が進められた CBA123 プログラムの破綻
が大きな要因であった。１９８５年、共に長期に続いた軍事政権後の民政の初代大統領に

就任した Jose Sarney（ブラジル）、Raul Alfonsin（アルゼンチン）は、後にMercosur 
Treatyとなる相互経済協力の合意書にサインした。この経済協力の一環として、エンブラ
エルが、アルゼンチンの協力を得て、Brasilia を縮小し、最新技術を大幅に取り入れた１
９人乗り CBA123を開発することとなった。しかし、国営企業が両国の国威発揚を大きな
目的に開発を進めた結果は、財務的な破綻以外にはなかった。１９９０年までに CBA123
プログラムの累積赤字は２億８０００万ドルに達し、エンブラエルの財務状況悪化に拍車

をかける結果となった。 
さらにこの時期、２０世紀最大の成長を遂げてきたブラジル経済が破綻の時期に達し、

ブラジル政府の抱える大幅な財政赤字は、調達予算縮小に伴う政府発注の激減、輸出助成

の大幅縮小という２つの面で、エンブラエルに悪影響を与えた。また１９９０年には、イ
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ンフレーションが３７０００％に達するなど、ブラジル経済は破局の域にあり、その国際

競争力は皆無に近いものとなった。 
これらの結果、１９８９年に７億ドルあったエンブラエル社の売上げは、１９９４年に

は１億７７００万ドルまで落ち込み、生産機数も、月産６機から月産２機となった。一時

期１３０００人いた従業員を６１００人に減らしたが、毎年の損失は平均で２億ドルを上

回る状況が続いた。 
この危機的状況下で、ブラジル政府の懇願により１９９１年に社長に復帰した Ozires 

Silva は、その財務状況を改善することは出来なかったが、民営化以外にエンブラエルの
正常化を図る方法はないと判断し、ブラジル政府、議会に対し、エンブラエルの民営化を

強く主張した。Ozires Silvaは同時に、その後のエンブラエル繁栄の基礎となるリジョナ
ルジェット機 ERJ-145 の開発を決心し、１９９２年９月にこのプログラムを正式にスタ
ートした。 
技術国家ブラジルのシンボルとしてのエンブラエルの民営化に対する抵抗は強く、約２

年の歳月を費やした後、議会は、民営化後６カ月間は従業員の解雇は行わないという条件

を付けて、この民営化を承認した。 
この条件は、エンブラエルの新しいオーナーに対して約４５００万ドルの出費を強いる

ことになるが、ブラジル政府はエンブラエルの累積赤字７億ドルを負担し、３億５０００

万ドルの追加出資を約束し、さらに放出株価を安く設定し、民間の出資金の一部を債権で

支払うことを認めるなどの措置を講じたため、エンブラエルはその額面価格の約半値で民

間に売却されることとなった。 
（３）民営化 
民営化入札の結果、１９９４年１２月７日、ブラジルでの企業民営化に大きな役割を果

たしてきたブラジルの投資集団 Companhia Bozano, Simonsen (CBS)、ブラジルの２大年
金基金、米国の投資銀行Wasserstein Perellaによるコンソーシアムが、エンブラエルの
４５％を８９００万ドルで買収し、その経営権を得た。その後Wasserstein Perellaが出
資金の払込みを怠ったが、最終的には１９９５年６月に CBSがWasserstein Perellaの権
利も買収・取得した。 
買収後にターボプロップ機の競争力が予想以上に急激に低下していることが明確にな

り、また、競争力の高い製品を導入するための所要資金が膨大で、当時のエンブラエルの

借入金金利が３０％程度であったことから、CBS（エンブラエル資本の３０％を保有し、
実質的な経営権を保持）としては、早急に会社経営の抜本的改革を実施することが必須で

あった。 
１９９５年２月に辞任した Ozires Silvaの後を受けて、同年９月元 CBSの役員であっ
た Mauricio Botelho（当時５３歳）が正式にエンブラエルの社長（CEO）に就任した。
Mauricio Botelhoは、インジオ・ボロロス族の曾孫であり、ブラジル連邦大学出身の機械
工学エンジニアで、１９８０年代に CBSグループ下の企業、機械メーカーCMW社の社長
をしており、その Odebrechtグループへの売却過程とその後の CMW社の経営で経営手腕
を認められたと言われているが、航空機産業については完全に未知の人物であった。 

Mauricio Botelhoは、社長就任と同時に、エンブラエル社復活のためにはショック療法
にたよらざるを得ないと判断し、社内の組織を大幅変更するなどの改革を次々と実施して
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いった。Mauricio Botelhoの最大の狙いは、国営会社として深く染み付いている“技術能
力・開発能力・製品重視”の会社文化を、顧客重視の文化に変更することであった。“質の

良い航空機を作ることは目的でなく、質の良い航空機で顧客を満足させることが会社の目

的であり、航空機は、目的でなく、手段である。”と社内を説いたと言われている。 
議会の要求した６カ月が過ぎた１９９５年７月には、全従業員の３０％に当る１７００

人を解雇したが、業績回復のためには、さらに１２００人の解雇が必要であった。Mauricio 
Botelho は労働組合代表を説得し、解雇を４００人に止めて８００人の雇用を継続する代
わりに、給与１０％カットを含む生産性向上策に合意させ、人件費の削減を図った。１９

９７年初めにさらに４００人の解雇を行い、１９９７年４月には従業員数は３２００人ま

で減少した。従業員の給与も、民営化前の平均月給２１００ドルから、１７００ドルまで

下げた。さらに ERJ-145 の販売成功に伴う生産機数の増大に対処するため、１９９７年
末から、再び雇用を開始したが、給与レベルの低い若年層を中心に雇用したため、平均給

与は低下を続け、２０００年初めには、平均月給が１１００ドルまで低下したと伝えられ

ている。労働意欲の向上を図るために、これらの給与カットと共に、株主配当の２５％相

当を従業員に分配する従業員へのプロフィットシェアも行っている。１０％以上の売上高

利益率を達成した１９９９年には、このプロフィットシェアによる従業員の収入は、給与

の３カ月相当になったと報告されている。 
生産面でも、作業のアウトソーシングを積極的に進め、世界的なサプライネットワーク

を構築し、生産コストの低下に努力している。この効果はかなり顕著で、Brasilia の製造
期間が、１９９５年の１４ヶ月から、１９９６年では８ヶ月、１９９７年には６ヶ月と急

速に短縮されている。 
このように、生産コストの大幅引き下げと共に、収益改善の大きな足かせになっていた

金利負担についても、１９９７年末までに株主による資金注入５億２０００万ドルが行わ

れて自己資金比率が高くなり、金利も、借り換えなどにより、１９９５年の３３％から、

１９９９年には８％に引き下げることに成功した。 
これらの効果として、１９９４年に売上高の１７５％と言う驚異的な損失を計上したエ

ンブラエルも、１９９８年にはかなりの利益（売上高利益率８％）を計上することが出来、

その後、毎年１０％以上の利益を計上する優良企業となっている。 
１９９９年１２月２５日、エンブラエルは、その発行済み株式の２０％をフランスの

Aerospatiale Marta（5.7％）、Dassault Aviation（5.7％）、Thomson-CSF（5.7％）、
SNECMA（３％）が取得すると発表した。この結果ブラジル企業の持ち株比率は、８５％
から６９％に低下することとなった。 

Mauricio Botelho社長は、エンブラエルの将来繁栄のためには、更なる経営規模の拡大
とそのための資金調達能力の向上が必要である、と確信していた。外国人の株式保有率４

０％の制限、会社経営権の変更に対するブラジル政府の拒否権、ブラジルのエース企業に

対する国民感情等を考慮すると、エンブラエルを外国の大企業の傘下に置いて経営規模の

拡大を図るということは不可能であり、経営規模拡大のためには企業提携以外に選択肢は

ないとの考えに立った。エンブラエルは、最初 BAE Systemとの提携を模索したが、BAE 
System が消極的で、進展がなく、紆余曲折の結果、これらのフランス企業との提携が成
立した。このフランス企業との提携については、ブラジル政府も含めた全ての株主の承認
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を得た。このブラジル企業が世界的な業界再編成の流れをいち早く察知し、その流れの中

で自らの将来の成功を図ったという点で、極めて興味深い動きである。 
 
２．２ 民営化の効果 
エンブラエルは、民営化によりその経営合理化を急速に進め、低迷していた業績は、リ

ジョナルエアライン運航におけるジェット化に的確に対応できる製品である ERJ-145 を
持っていたことと合わせて、民営化後３年で黒字経営という奇跡的な転換を行った。 
１９９４年に２億ドル以下に落ち込んだ売上高は、民営化後には倍々ゲームに近い伸び

を示し、民営化後６年で１０倍となった。 

長期間にわたって継続してきた赤字経営も、民営化後３年で解消し、売上げの伸びに伴

って収益額も急速に伸びていった。 
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１９９４年にはマイナス１７５％であった売上高利益率も急速に回復し、２００１年９

月１１日の米国同時多発テロ事件後の航空機産業低迷期にも１５％を越える利益率を維持

している。 
 

民営化後、合理化を進めるために大幅削減を行った従業員数も、業績回復に伴って急速

に増大し、現在は民営化直前の２倍の従業員を擁する企業となっている。 

数字を見る限り、民営化後の業績回復は著しい。ERJ-145という売れ筋の商品を持った
ことがこの業績回復の大きな要因であることは否定できないが、その商品を、顧客を満足

させるための道具と位置づけて、ビジネスに徹する経営を行った Mauricio Botelho 以下の

経営陣と、その民間企業人としての経営感覚が、この業績回復を確固たるものとしたこと

は間違いない。 
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２．３ リジョナルジェット機の開発 

ERJ-145リジョナルジェット機は、１９８９年にターボプロップ離れを示し始めた短距
離路線の将来需要を満足するため、３０人乗り Brasiliaターボプロップ機のストレッチ・
ジェット化の機体として初期検討が開始された。しかし、CBA123計画の破綻と経営困難
の中で少数のスタッフでの検討に終始し、１９９２年になってようやく概念設計が始めら

れ、世界中のサプライヤーを動員しての開発を目指し、同年５月には２３社にリスクシェ

アリングパートナーとしての RFP が出された。民営化しかエンブラエル社存続の選択肢
はなく、ERJ-145は、民営化後のエンブラエルに必要な製品と認識した当時のOzires Silva
社長の決断により、１９９２年９月にプログラムがスタートし、スペイン・ガメッサ社の

参画もあり、経営危機の下大きな苦悩を伴いながら開発が進められた。 
民営化直後、開発完了までの所要資金は２億４０００万ドルと考えられたが、エンブラ

エルの新しい株主はこの計画の継続を承認した。１９９５年８月１１日に初飛行に成功し

たが、この時点の確定受注はフランスのリジョナル航空の３機を含めわずか５機であった。 
新しく社長に就任したMauricio Botelhoは、この計画推進の加速を図ると共に、積極的
な販売活動を展開した。この結果、１９９６年５月に米国のコンチネンタル・エクスプレ

ス航空から２００機（確定発注：２５機、オプション：１７５機）の大量発注を受け、同

年１２月には FAA の型式証明を取得した。１２月２７日には最初の４機をコンチネンタ
ル航空に納入した。この間、ブラジル開発銀行が１億１５００万ドルの融資を行っている。 

ERJ-145は世界中のサプライヤーとのリスクシェアリングで開発を行っているが、その
外部サプライヤーへの依存度は極めて高く、ERJ-145で７９％、ERJ-135（３７人乗りの
縮小バージョン）で８５％に達している。ERJ-145の開発費は総額３億５０００万ドルと
言われているが、その内、リスクシェアリングパートナーの貢献は約１億ドルと考えられ

ている。 
ERJ-145 の競争相手であるボンバルディアの CRJ-200 は１９９１年５月に初飛行し、
１９９３年１月には型式証明を取得しており、ERJ-145は３年半のハンディキャップを負
っていた。ERJ-145 の初号機出荷時には既に１００機の CRJ-200 が出荷されていたが、
エンブラエルは、このハンディキャップにも関わらず、ERJ-145 は CRJ-200 と十分に競
争できると信じていた。エンブラエルは、ERJ-145がリジョナル機の Brasiliaを基にして
設計されている（３列胴体）のに比べ、CRJ-200は１９７０年代に設計された大型ビジネ
スジェット機 Challengerに派生しており（４列胴体）、同じ５０人乗りでありながら、機
体重量が約３０００ポンド重く、システムもリジョナル運航には高級すぎるものとなって

おり、エアラインは、経済的観点から、ERJ-145 を選択するはずとの認識を持っていた。
事実、CRJ-200 が３年半掛けて成し遂げた１００機納入を、ERJ-145 は２年で達成して
いる。 

ERJ-145は、民営化後のエンブラエルの主力製品であり、１９９７年には全売上げの６
０％、１９９９年には、ERJ-135と合わせ、８３％を占めるに至っており、高収益の原動
力となっている。 

ERJ-145の成功に鼓舞されエンブラエル社は、この派生型として３７人乗りの ERJ-135、
４４人乗りの ERJ-140の開発を行い、ERJ-135は１９９９年、ERJ-140は２００１年に
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初号機が納入されている。 
２００３年末現在、この３モデル合計して８９１機（ERJ-145：６７５機、ERJ-135：
１２２機、ERJ-140：９４機）の確定発注を受けており、既に７００機以上が運航されて
いる。コンチネンタル・エクスプレス航空（２７５機）、アメリカンイーグル航空（２１５

機）のように、大量発注を行っているところもあり、米国での運航が大半を占めている。 
１９９８年に世界の主要リジョナルエアライン約５０社を対象に行った調査の結果で

は、５０人乗り ERJ-145 より大きなリジョナルジェット機を求める市場の要求が顕著で
あった。B737や A318と 50席リジョナルジェット機の間を埋める機体として、市場が７
０～１１０席機を求めていることを確信したMauricio Botelhoは、１９９９年 1月のボー
ドミーティングでこの市場を狙った ERJ-170 計画推進の承認を得て、直ちにローンチカ
ストマーの確保に努力した。ヨーロッパ最大のリジョナルエアライン Crossairの１６０機
（確定６０機、オプション１００機）発注を受けて、１９９９年６月のパリエアショーで

ERJ-170のローンチが発表された。 
ERJ-170 は新しい４列胴体を持つ双発ターボジェット機で、この７０席の ERJ-170 を
基本にして、７８席の ERJ-175、９８席の ERJ-190、１０８席の ERJ-195を順次開発し
て行こうとするものである。ERJ-170/-175 と ERJ-190/-195 の間は８９％、ERJ-170 と
ERJ-175の間及び ERJ-190と ERJ-195の間は９５％という高い共通性を保持し、製造面
でも、運航面でも、効率の高いファミリーを狙っている。 

ERJ-170 ファミリーは、ERJ-145 と同じように、世界中の主要サプライヤーをリスク
シェアリングパートナーとするコンセプトで開発されるが、そのパートナーは、ERJ-145
よりも、量、質とも格段に向上し、川崎重工業を含め、世界の主要航空機企業１６社が参

画している。発表されている開発費８億５０００万ドルのかなりの部分がこのパートナー

によって分担されている。 
ERJ-170は２００２年２月１９日に初飛行したが、型式証明の取得は、当初の予定の２
００２年末から大幅に遅れ、２００４年２月に予定されている。（訓練飛行や習熟運航を認

める暫定型式証明は２００３年１２月に取得済み）ERJ-175は２００３年６月に初飛行し、
２００４年第３四半期の型式証明取得が予定されている。また、ERJ-190、ERJ-195につ
いては、それぞれ、２００５年第３四半期、２００６年第３四半期の型式証明取得が計画

されている。 
２００３年１２月末現在、全部で２４５機（ERJ-170：１２０機、ERJ-190：１１０機、

ERJ-195：１５機）の確定受注があり、ERJ-170の初号機が近日中にUS Airwaysに出荷
される予定である。 
 
 
 
 
 
 

 

 

  ＫＥＩＲＩＮ 

                この事業は、競輪の補助金を受けて実施したものです。 


